
１月31日（金）、航空連合政策議員フォーラム 玉木雄一郎副会長に
対して、航空機燃料費の高騰に関する継続対策の実施を要請しました。
2022年1月から国による燃料油価格激変緩和措置が実施され、航空
業界全体では約500億円／年のコスト抑制効果が生じていました。
同措置は昨年12月、今年1月と段階的に縮小されており、ガソリンを
含む燃油価格は上昇することが見込まれる一方、今後はガソリン等に
課されている暫定税率の廃止が検討されており、これが実現した場合、
ガソリン価格は下がる一方で、航空機燃料費は高止まりし、航空各社
の
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政策議員フォーラム 玉木副会長と内藤会長

の収益が悪化する可能性が
あります。玉木副会長からは
「航空機燃料だけが割を食う
ことにならないよう、国会で
も議論していきたい」との
認識が示されました。引き
続き、フォーラム議員と連携
し、政策実現に取り組みます。
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